
 1  求人・求職の状況

① 月間有効求人倍率の推移

最 近 年

前 年

② 地域別有効求人倍率

地 域 別

安 定 所 別

全 数

（前年比ポイント)

(▲0.12)(▲0.10)

0.85

(0.04) (▲0.59) (▲0.11) 

(▲0.19)(▲0.11)(▲0.18)

う ち パ ー ト を
含 む 常 用

（前年比ポイント)

1.05 1.30

(0.00) 

1.22

(▲0.13)

※地域名の（ ）内は地域別の有効求人倍率。

(▲0.03) (0.05) (▲0.58) (▲0.11) 

1.33 1.21 0.88

1.18 1.18

北　信

佐 久

1.15

上 田

1.28 1.34

(▲0.09) (▲0.13)

1.20

(0.00) 

長野

(▲0.22)

1.35

(▲0.11)

篠ノ井 飯山 須坂

(1.22) 

1.20

木曽福島

中　信 (1.27) 

1.15 1.24

松 本

1.28

大 町 諏 訪

1.04

(▲0.18)

飯田 伊那

1.18

・令和３年５月の１．１９倍以降、３５か月ぶりに１．２倍台を下回り、前年同月比で０．１２ポイントマイナス
の１．１８倍となった。

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

1.26 1.28 1.29 1.29 1.37 1.31 1.31 1.33 1.30 1.32 1.29 1.18

1.47 1.43 1.54 1.54 1.51 1.54

(▲0.08)

1.21

1.67

〔新規学卒を除く全数〕

1.60 1.53 1.30

(▲0.17)

1.33

1.26 1.16

(▲0.12)

(▲0.07)

東　信 (1.25) 南　信(1.31) 

1.65 1.82

業務月報（令和６年４月分）

当月（令和６年４月） 前年比（前年同月数値） 前月比（前月数値）

月間有効求人倍率 １．１８倍 ▲０．１２ポイント（１．３０倍） ▲０．１１ポイント（１．２９倍）

０．５３％（１，１３５人） ６．４％（１，０７２人）

月間有効求人数 ３，１１７人 ▲８．４％（３，４０３人） ▲６．２％（３，３２３人）
月間有効求職者数 ２，６５２人 １．５７％（２，６１１人） ３．３１％（２，５６７人）

新規求職者数 ８３８人 ０．６０％（８３３人） ３８．３％（６０６人）

新規求人倍率 １．３６倍 ０ポイント（１．３６倍） ▲０．４１ポイント（１．７７倍）
新規求人数 １，１４１人

１．２５倍 １．２２倍 １．３１倍 １．２７倍
前月比 ▲０．０７ポイント ▲０．１１ポイント ▲０．０９ポイント ▲０．１３ポイント
当月

（前月数値） （１．３２倍） （１．３３倍） （１．４０倍） （１．４０倍）

南信 北信 東信 中信

1.52 
1.49 1.36 

1.24 

1.32 1.26 
1.49 

1.30 
1.18 

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

(月）

（学卒を除きパートタイムを含む）

（

(注）全国・長野県の数値は季節調整値

平成30年12月以前の数値は新季節指数により改訂されてい

R６年R４年 R５年

長野県

全 国

伊 那
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③  新規求人数の推移

R5年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

1,135 1,124 1,132 1,142 1,085 1,114 1,022 1,082 1,247 1,177 1,072 1,141

(▲19.7) (▲6.6) (▲13.9) (▲26.7) (▲8.3) (▲25.1) (▲23.0) (▲12.1) (▲8.8) (▲12.2) (▲19.9) (0.5) 

665 720 672 650 677 674 593 609 737 684 599 662

(▲25.4) (3.6) (▲8.4) (▲31.8) (▲4.6) (▲18.9) (▲24.7) (▲13.0) (▲1.5) (▲14.5) (▲19.4) (▲0.5) 

350 305 373 391 334 341 318 372 383 374 361 385

(▲12.3) (▲18.7) (▲11.8) (▲16.3) (5.7) (▲27.1) (▲22.1) (▲6.8) (▲16.4) (▲5.1) (▲25.7) (10.0) 

550 604 536 537 571 547 519 507 576 541 524 573

(▲21.4) (17.5) (▲12.1) (▲25.9) (5.0) (▲15.6) (▲17.1) (▲3.8) (▲2.5) (▲14.8) (▲2.1) (4.2) 

48.5 53.7 47.3 47.0 52.6 49.1 50.8 46.9 46.2 46.0 48.9 50.2

④　産業別新規求人の状況

新規求人数 新規求人数

(人） (人）

6.4 0.5 ▲28.6 ▲44.4 

385 385 7 10 1 ▲66.7 0.0 

▲0.7 24.1 (30.8) (54.5) 

6 ▲62.5 50.0 21 (75.0) (200.0) 

▲15.7 ▲21.0 (25.0) (2.3) 

31 ▲27.9 ▲40.4 44 (25.7) (120.0) 

▲7.5 54.2 ▲40.0 0.0 

3 ▲75.0 ▲57.1 2 0.0 100.0 

100.0 ▲14.3 64.7 0.0 

0 ▲100.0 ▲100.0 49 133.3 25.6 

▲80.0 ▲54.5 181.8 ▲16.2 

0 ▲100.0 ▲100.0 28 211.1 ▲3.4 

▲34.5 ▲44.1 812.5 30.4 

4 33.3 ▲20.0 32 357.1 23.1 

▲46.9 30.8 3,200.0 17.9 

2 - ▲50.0 20 1,900.0 53.8 

147.1 ▲4.5 ▲57.1 ▲45.5 

2 - 0.0 9 ▲62.5 ▲55.0 

▲56.3 ▲58.8 (16.8) (29.3) 

1 0.0 - 95 (39.7) (26.7) 

57.1 120.0 (27.1) (20.0) 

4 100.0 100.0 62 (59.0) (24.0) 

▲3.7 ▲38.1 (▲19.0) (▲28.8) 

5 ▲16.7 ▲72.2 38 (5.6) (▲15.6) 

▲58.3 ▲44.4 (▲31.1) (23.7) 

3 ▲25.0 200.0 57 (▲39.4) (▲5.0) 

▲66.7 ▲92.9 

1 - 0.0 

注） 令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年１０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により
表章したもの。令和６年４月以降の対前同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。
「その他の産業」には、A農業，林業、B漁業、C鉱業，採石業，砂利採取業、F電気・ガス・熱供給・水道業、L学術研究，専門・技術サービス業、Q複合サービス事業、S公務（他に分
類されるものを除く）、T分類不能の産業を含む。

141            

金 融 業 ・ 保 険 業
・ 不 動 産 業

3               

108            

181            
医 療 ・ 福 祉

26 153            

社会保険・社会福
祉 ・ 介 護 事 業

教 育 、 学 習 支 援 業生 産 用 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 器 具
1

情 報 通 信 機 械 器 具 そ の 他 の 産 業
5

サービス業（他に分類
さ れ な い も の ）

電 子 部 品
デ バ イ ス

金 属 製 品

業 務 用 機 械 器 具

19

22

7

は ん 用 機 械 器 具

電 気 機 械 器 具

12             42

73             

37

68             

5

144
運 輸 業 ・ 郵 便 業

6

31             

洗 濯 ・ 理 容
・ 美 容 ・ 浴 場 業

56             

5

215

1,141         

90             

宿 泊 業
・ 飲 食 サ ー ビ ス 業

33             

・全数の前年比では、令和５年３月から令和６年３月までマイナスで推移していたが、１４か月ぶりにわずかだがプラスに転じ１，１４１
人となった。常用については１１か月連続で前年同月比でマイナスとなった。
・全数に占める正社員の割合については、令和４年３月以降、２６か月連続で４０％台以上を維持している。

食 料 品 ･ た ば こ

全          数

（前年比）

うちパート

（前年比）

(8.6) 

48.9

卸 売 業 ・ 小 売 業

プ ラ ス チ ッ ク

17

常用のうち正社員

パ ル プ ･ 印 刷

生活関連サービス業・
娯 楽 業

(4.2) 

うちパート

 産    業    別
前月比
（％）

飲 食 店

         年月

（前年比）

全数に占める
正社員の割合

全    数

（前年比）

・管内の基幹産業である製造業については、前年同月比で２１．０％（５７人）のマイナス、前月比でも１５．７％（４０人）マイナスの２１５
人となった。「建設業」、「運輸業・郵便業」、「卸売業・小売業」、「生活関連サービス業・飲食サービス業」、「医療・福祉業」で前年同
月を上回り、それ以外の産業は前年同月を下回った。

405

9月

1,210

(▲5.1)

712

592

(▲7.2) 

うち常用

情 報 通 信 業

製 造 業

うちパート

※　うち常用にはパートは含まれない。

前月比
（％）

前年比
（％） 産    業    別

前年比
（％）

建 設 業
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⑤  新規求職者の推移

R５年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

833 618 586 544 535 514 613 477 523 742 610 606 838

12.1 0.7 ▲ 2.2 2.8 ▲ 1.5 ▲ 4.3 14.4 0.4 12.0 14.2 2.3 ▲ 12.6 0.6

472 365 382 343 347 330 362 304 296 455 373 363 444

20.1 2.0 ▲ 2.3 ▲ 5.2 ▲ 2.0 ▲ 3.8 5.8 0.3 3.9 13.5 2.2 ▲ 17.3 ▲ 5.9

357 251 203 199 188 184 249 172 189 274 233 242 389

3.8 ▲ 1.6 0.5 21.3 0.0 ▲ 4.7 29.0 1.8 32.2 14.2 3.1 ▲ 3.2 9.0

 ⑥  新規常用求職者の態様別状況

R５年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

472 365 382 343 347 330 362 304 296 455 373 363 444

(20.1) (2.0) (▲2.3) (▲5.2) (▲2.0) (▲3.8) (5.8) (0.3) (3.9) (13.5) (2.2) (▲17.3) (▲5.9)

163 174 182 149 163 168 159 139 137 210 182 161 165

(8.7) (9.4) (▲0.5) (▲19.9) (▲6.9) (▲6.1) (3.2) (▲2.8) (0.0) (9.4) (▲7.6) (▲24.1) (1.2) 

287 173 183 183 176 151 192 156 153 228 177 179 261

(27.6) (▲5.5) (▲2.1) (14.4) (6.0) (▲0.7) (9.7) (6.1) (12.5) (15.7) (10.6) (▲14.4) (▲9.1)

定 年 10 2 1 0 1 2 2 0 8 4 4 2 14

（前年比） (▲9.1) (▲60.0) (▲88.9) (▲100.0) (▲66.7) (▲60.0) (▲66.7) (▲100.0) (300.0) (▲33.3) (▲20.0) (▲66.7) (40.0) 

事 業 主
都 合

80 54 60 46 26 34 51 47 41 50 42 38 86

（前年比） (31.1) (68.8) (93.5) (31.4) (▲16.1) (25.9) (45.7) (27.0) (17.1) (28.2) (44.8) (▲28.3) (7.5) 

自己都合 191 115 116 129 143 112 135 103 100 166 129 129 157

（前年比） (27.3) (▲17.3) (▲18.3) (11.2) (10.9) (▲2.6) (3.8) (3.0) (4.2) (12.2) (5.7) (▲10.4) (▲17.8)

22 18 17 11 8 11 11 9 6 17 14 23 18

(22.2) (12.5) (▲19.0) (▲31.3) (▲38.5) (▲8.3) (▲15.4) (▲30.8) (▲50.0) (41.7) (75.0) (27.8) (▲18.2)

※　離職者は、｢前職雇用者」と「前職自営、その他」（表中では省略）に分けられる。
　「前職雇用者」は、離職理由別に「定年」「事業主都合」「自己都合」「不明」（表中では省略）に区分される。
  このため内訳の計と離職者数欄の数値は一致しない。
※　無業者とは、家事、育児等従事者及び離職後１年を超えて求職活動をしていない者をいう。

（前年比）

在 職 者

（前年比）

離 職 者

（前年比）

無 業 者

※　パートタイムを除く常用

・新規常用求職者は５．９％マイナスの４４４人となり２か月連続で前年同月を下回った。態様別にみると、在職者が３か月ぶりに
１．２％プラスの１６５人、離職者は９．１％マイナスの２６１人となった。離職者のうち事業主都合は７．５％プラスの８６人、自己都
合による離職者は１７．８％マイナスの１５７人となった。

求 職 者

（前年比）

       年月

うちパート

前年比

※　うち常用にはパートは含まれない。

・新規求職者は前年同月比で０．６％プラスの８３８人となった。うち常用は５．９％マイナス、うちパートは９．０％プラスとなった。

前年比

全    数

前年比

うち常用

       年月
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⑦　職業別新規求人・求職及び年齢別新規求職の状況

444

⑧　月間有効求人・求職の推移

R５年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

3,403 3,299 3,248 3,177 3,157 3,307 3,258 3,150 3,090 3,189 3,335 3,323 3,117

▲14.6 ▲16.3 ▲14.5 ▲19.6 ▲19.5 ▲14.5 ▲15.1 ▲19.7 ▲21.2 ▲15.3 ▲12.3 ▲11.7 ▲8.4 

2,611 2,626 2,547 2,472 2,442 2,413 2,492 2,410 2,316 2,445 2,529 2,567 2,652

▲2.4 ▲1.8 ▲3.8 ▲3.5 ▲3.8 ▲5.4 0.0 1.4 7.5 8.3 6.1 4.3 1.6 

２  就職の状況

R５年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

216 206 198 184 172 198 191 204 173 184 226 281 208

▲ 7.3 ▲ 10.4 ▲ 8.8 ▲ 6.1 ▲ 15.7 ▲ 3.9 ▲ 12.8 2.5 18.5 19.5 ▲ 0.9 ▲ 9.9 ▲ 3.7

118 88 112 90 97 114 97 101 86 115 129 141 106

▲ 3.3 ▲ 22.8 ▲ 12.5 ▲ 26.2 ▲ 21.8 5.6 ▲ 22.4 ▲ 11.4 0.0 29.2 ▲ 1.5 ▲ 11.9 ▲ 10.2

93 110 82 87 71 74 91 98 86 65 94 129 97

▲ 8.8 ▲ 2.7 ▲ 5.7 24.3 ▲ 4.1 ▲ 14.9 8.3 16.7 53.6 14.0 4.4 ▲ 8.5 4.3

求人・求職者数を職業別に対比してみると、「事務従事者」及び「生産工程従事者」で求職者数が求人数を上回ったが、それ以外
の職業では求人数が求職者数を上回った。生産工程従事者については、令和２年１０月以降、４２か月ぶりに求職者数が求人者
数を上回った。

※　パートタイムを含む全数

※　うち常用にはパートは含まれない

月間有効
求職者数

前年比

全数

前年比

月間有効
求 人 数

・月間有効求人数は、令和３年４月から令和４年１２月まで２１か月連続で前年同月比プラスで推移していたが、令和５年１月以降
は反転し、１６か月連続マイナスで推移している。
・月間有効求職者数は、令和４年１１月から令和５年９月まで１１か月連続で前年同月比マイナスとなっていたが、令和５年１１月以
降は反転し、６か月連続プラスで推移している。

・就職件数は、前年同月比で３．７％マイナスのし２０８人だった。うち常用は１０．２％マイナスの１０６人、うちパートは４．３％プラス
の９７人となった。

前年比

年月

前年比

うちパート

前年比

うち常用

年月

3 

164 

69 

60 

86 

1 

9 

135 

57 

36 

42 

2 

59 

98 

22 

33 

-

6 

141 

19 

7 

35 

0 100 200 300

管理的職業従事者

専門的・技術的職業従事者

事務従事者

販売従事者

サービス職業従事者

保安職業従事者

農林漁業従事者

生産工程従事者

輸送・機械運転従事者

建設・採掘従事者

運搬・清掃・包装等従事者

新規求人数

新規求職者数

（人）

11.9%

20.5%

17.1%24.1%

26.4%

年齢別新規求職者数

２４歳以下

２５～３４

３５～４４

４５～５４

５５歳以上
人
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３　人員整理の状況

　①　１０人以上の人員整理の状況
R５年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0

0 0 25 0 0 11 0 12 0 0 0 0 0

　②　事業主都合による離職の推移 （雇用保険被保険者資格喪失データ）

R５年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

66 37 52 33 37 28 41 30 34 36 36 29 85

153.8 68.2 205.9 6.5 48.0 ▲ 28.2 86.4 ▲ 37.5 88.9 ▲ 2.7 50.0 ▲ 27.5 28.8

※ 特例被保険者を除く

４　雇用保険適用事業所・被保険者・受給者実人員の状況

R５年 R６年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

3,069 3,074 3,072 3,073 3,077 3,047 3,050 3,054 3,058 3,060 3,062 3,068 3,056

0.0 ▲0.1 ▲0.1 ▲0.3 ▲0.5 ▲0.6 ▲0.5 ▲0.5 ▲0.6 ▲0.6 ▲0.2 ▲0.1 ▲0.4

1,367 1,113 636 466 540 497 529 614 418 491 487 464 1,425

1,419 655 585 573 571 580 695 533 563 649 522 570 1,350

52,141 52,444 52,549 52,449 52,502 52,497 52,343 52,415 52,310 52,140 52,106 52,020 52,100

0.4 1.3 1.2 0.9 0.5 0.6 0.3 0.5 0.2 0.1 0.0 ▲0.1 ▲0.1

456 572 616 653 641 628 607 592 527 517 520 492 529

6.3 17.9 12.8 16.4 9.9 11.2 15.6 20.8 12.6 6.8 9.9 4.5 16.0 

         年月

事
業
所
数

前年比

月末現在

資格取得数

資格喪失数
被
保
険
者
数

受
給
者
実
人
員

前年比

基本手当
受給者数

前年比

月末現在

・４月中に把握した１件あたり１０人以上の人員整理は０件であった。
・事業主都合による離職は８５人で、前年同月を２８．８％上回った。

件数

年月

・雇用保険被保険者数（月末現在）について、微増ながら令和３年３月から令和６年１月まで３５か月連続して前年同月でプラスの
状況が継続していたが、３月から２か月連続で前年同月を下回った。令和４年８月以降、２１か月連続で５２，０００人台を維持して
いる。
・雇用保険受給者実人員（基本手当受給者数）については、令和５年４月以降１３か月連続してプラスで推移している。

人  数

整理人員

年月

前年比
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合　計 ～２４才 ２５才～ ３５才～ ４５才～ ５５才～ 合　計 ～２４才 ２５才～ ３５才～ ４５才～ ５５才～

求人数 1,848 428 446 387 299 288 882 159 163 163 163 234

求職者数 1,519 178 333 274 336 398 1,112 44 142 175 183 568

求人倍率 1.22 2.40 1.34 1.41 0.89 0.72 0.79 3.61 1.15 0.93 0.89 0.41

求人数 430 100 101 89 77 63 158 29 29 29 29 42

求職者数 210 12 69 38 33 58 123 4 17 28 12 62

求人倍率 2.05 8.33 1.46 2.34 2.33 1.09 1.28 7.25 1.71 1.04 2.42 0.68

求人数 232 61 60 47 34 30 127 25 24 24 24 30

求職者数 331 36 84 68 71 72 254 5 42 48 48 111

求人倍率 0.70 1.69 0.71 0.69 0.48 0.42 0.50 5.00 0.57 0.50 0.50 0.27

求人数 160 37 37 33 26 27 80 14 15 15 15 21

求職者数 87 19 26 16 16 10 45 4 5 8 8 20

求人倍率 1.84 1.95 1.42 2.06 1.63 2.70 1.78 3.50 3.00 1.88 1.88 1.05

求人数 190 39 43 40 37 31 276 49 52 52 52 71

求職者数 107 23 17 17 27 23 124 8 14 12 18 72

求人倍率 1.78 1.70 2.53 2.35 1.37 1.35 2.23 6.13 3.71 4.33 2.89 0.99

求人数 68 6 9 9 8 36 20 2 3 3 3 9

求職者数 4 0 0 0 0 4 6 0 0 0 0 6

求人倍率 17.00 － － － － 9.00 3.33 － － － － 1.50

求人数 402 105 111 88 54 44 59 11 11 11 11 15

求職者数 459 57 89 99 107 107 179 9 28 35 41 66

求人倍率 0.88 1.84 1.25 0.89 0.50 0.41 0.33 1.22 0.39 0.31 0.27 0.23

求人数 134 25 29 30 28 22 25 5 4 4 4 8

求職者数 57 0 4 7 18 28 20 0 1 0 2 17

求人倍率 2.35 － 7.25 4.29 1.56 0.79 1.25 － 4.00 － 2.00 0.47

求人数 125 29 30 28 20 18 5 1 1 1 1 1

求職者数 24 2 5 2 6 9 8 1 0 2 0 5

求人倍率 5.21 14.50 6.00 14.00 3.33 2.00 0.63 1.00 － 0.50 － 0.20

求人数 80 18 19 17 12 14 101 18 19 19 19 26

求職者数 155 12 20 16 41 66 291 11 23 25 47 185

求人倍率 0.52 1.50 0.95 1.06 0.29 0.21 0.35 1.64 0.83 0.76 0.40 0.14

（注） １、　本表の数値は常用のみです。臨時・季節の求人求職は除いています。

３、　求人倍率は、求職者１人あたりの求人数を表します。

４、　職業欄の合計数には、表示項目以外の「管理職」「農林漁業職」「分類不能」を含みます。

求人・求職バランスシート
令和６（２０２４）年４月分 ハローワーク　伊那

雇用形態・年齢別 常　　　　　用 常用的パート

職種別

合　　計

専門・技術
的職業

事務的職業

販売の職業

サービスの
職業

保安の職業

運搬・清掃
等の職業

２、  求人の各年齢区分への振分けは、求人数均等配分方式（求人数を対象年齢に相当する各年齢階級に

　　　均等に配分する算出方法）により計算しています。

生産工程の
職業

輸送・機械
運転の職業

建設・採掘
の職業


